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1.問 題の所在

　フランスでは、中等教育や高等教育の学生数が飛躍的に増加 した教育拡大の時期が二度あっ

た。一度 目は1960年 代、二度 目は1985年 以降である。二度の教育拡大の間には、約25年 の

隔た りがあり、一度 目の拡大を経験した世代が二度目の拡大を経験 した世代にとって親に当

たることになる。一度目の教育拡大を経験 した世代は、就職後もそれまでの世代 とは異なっ

たライフコースを歩んでいるはずである。彼 らのライフコースの特殊性は子 どもの教育に対

しても従来 とは違 う影響を及ぼしていると想定できる。 したがって、こうした親世代 と子世

代の世代間関係を社会学的に読み解くことで、子世代の教育達成に作用 している興味深い要

因を読み取ることができると考えられる。

　このような世代に注 目した視点は、教育達成についての分析に関する問題提起を含んでい

る。従来、教育機会の不平等を分析する際には、親の学歴 ・職業 ・所得などが子どもの教育

達成をどのように規定 しているかを検討することが多かった。その際、親の地位は、高等教

育卒、ホワイ トカラー、高収入などといったカテゴリーで示される。この場合分析の対象に

なるのは、親の学歴 ・職業 ・所得を示す固定的な指標だけであ り、親のライフコースが検討

されることはほ とん どなかった。また、親世代がすごした時代の効果や彼 らのコーホー トの

特徴が、子 どもの教育達成に及ぼす影響まで考慮されることも少なかった。 しかし、進路の

決定に親が影響を与えているとすれば、分析 レベルでも親世代と子世代の関係を問いなおす

必要がある。そ こで本稿では、フランスを対象とし、親世代の人生の軌道 と子世代のそれを

重ね合わせることによって、教育機会のダイナ ミクスについて検討 してみたい。1

　図1-A・Bは 、1960年 以降の教育の拡大を示すものである。戦後のフランスの教育の拡大

は、大きく三つの時期に分けることができる。最初の拡大は、戦後から1970年 にかけての

時期である。中等教育 ・高等教育 とも、戦後徐々に拡大したが、ベ ビーブーム世代が高等教

育に進学する60年 代半ば以降、 とりわけ増加が著しい。1960年 か らの10年 間に、普通リセ
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進学者は2倍 に、バカロレア合格者は2.3倍 に、大学進学者は3倍 に増加 した。1946年 には

同一年齢人 口の約5%し かバカロレアを取得 していなかったが、1970年 には約20%程 度ま

で上昇 した。その後1970年 か ら1980年 代半ばまでは、ゆるやかな拡大が続いた。 リセ進学

者、バカロレア合格者、大学進学者は安定したペースで増加 していった。

　教育における変化が著 しくなるのは、1980年 代半ばか らである。普通 ・技術 リセが大き

く拡大 し、同時に普通バカロレア取得者も増加した。政策的な効果 もあり、1990年 代には

50%を 越える人が何 らかのバカロレアを取得 している。

資料 Ministere de l'Economie des Finances et de l'Industrie, Annuaire Statistique de la France, edition 2001 

La Documentation Francaise, Cahiers Francais, 285, 291

Ministere de l'Education Nationale, Reperes et References Statistiques を用いて作成

　フランスでは、このように二度の急激な教育拡大があった。もちろん、二度の教育拡大の

背景には、バカロレア取得者を増加させようとする政策や教育制度の変化があ り、それが教

育拡大の大きな要因といえる。 しかし、進学についてのアスピレーシ ョンとい う点を考える

と、一度 目の教育拡大を経験 した世代が、二度 目の教育拡大を経験 した世代にとって親世代

に当たることは興味深い。また、教育拡大政策の効果を促進する点で両世代に特有の進学ア

スピレーションがあったとも考えられる。

　そこで本論では、二度の教育拡大に注目して、親世代の特徴 とライフコースの変化が子 ど

もの教育達成にどのような影響を与えたかを考察する。まず2節 では、人 口規模 とい う点か

ら、出生コーホー トによる世代区分を行 う。次に3節 では、1935-1949年 出生コーホー ト

の特徴を中心に世代間の格差を考察する。4節 では、その世代間の格差をイースタリンの相

対所得説を援用することで読み解き、さらに親世代のライフコースの特徴が子どもの教育達

成にどのような影響 を及ぼしたかを検討する。

2.フ ランスにおける出生率の変化と世代
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　まず最初にフランスの出生率の変化を見てみよう。人口規模は基本的な変数であり、後述

するように各世代の社会的条件を特徴づける重要な要素でもある。

　図2は 、1920年 以降の合計特殊出生率の変化を見たものである。フランスでは出生率の

低下が非常に早 くから生 じていた。出生率の低下は、フランス革命に先ん じ18世紀末に始

ま り、このグラフが示す1920年 まで一貫 して低下してきた。21920年 以降の20年 間は、若

干の上下はあるが、出生率の低下傾向が生じていることが分かる。 しか し、第2次 大戦後か

ら1960年 代半ばまで空前のベビーブームとなり、合計特殊出生率は3.0に近い値 となってい

る。フランスのベビーブームの特徴は、その期間が長期にわたることにある。「団塊の世代」

といわれる 日本のベビーブームのように3～5年 間で終わることはなく、20年 間にわたる

出生率の上昇となっている。この点では、アメリカなどに類似 してお り、社会の変化に大き

な影響を与えている。1960年 代半ば以降、フランスでも、晩婚化、女性の社会進出、避妊

技術の向上などにより、再び出生率の低下が始まった。31975年 には、合計特殊出生率が戦

争中を除いて初めて2.0を 下回った。 したがって、ベビーブームこそが特殊な期間であり、

1960年 代半ば以降の出生率の低下は、戦前か らの低下傾向の延長線上にあるようにも見え

る。 しかしフランスでは、人 口増加を目的とした家族政策の効果により、ベ ビーバス ト期で

も合計特殊出生率が比較的高め(約1.8)で 推移 していることに留意が必要である。

図2合 計特殊出生率の変化

　 人 口規 模 の 変 化 を 考 慮 す る と、 次 の よ うな 世 代 区 分 が 可 能 で あ る。1920-1934年 の 間 に

出生 した コー ホ ー トは 、 そ れ 以 前 の世 代 と比 較 して も非 常 に 人 口規模 の小 さい世 代 とい え る。

次 に 、1935-1949年 出 生 コー ホー トは 、 終 戦 ま で は非 常 に 人 口規 模 が 小 さ か っ たが 、戦 後

の約4年 間 に 関 して は も っ とも 出生 率 が 高 い 時期 であ り、 ベ ビー ブ ー ム の先 頭 世代 を含 ん で

い る。1950-1964年 出生 コー ホ ー トは、 戦 後す ぐに比 べ る と低 い水 準 で は あ る もの のベ ビー

ブー ム 中 ・後 期 世代 に あ た る。 したが って 、 この世代 は人 口規 模 が 大 き い。 最後 に、1965-

1979年 の 出 生 コー ホ ー トは 、ベ ビー ブ ー ム が 終 了 し、 出 生 率 が低 下 して い っ た 時期 に 該 当
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す る。

　 本 稿 が対 象 とす る コー ホー トの特 徴 を表1に 整 理 して お こ う。 と りわ け、 本 稿 が 注 目す る

の は 、1935-1949年 出生 コー ホー ト(一 度 目の 教 育 拡 大 を経 験 し二 度 目の 教 育 拡 大 で親 と

な っ た 世代)と1965-1979年 出 生 コー ホー ト(二 度 目の教 育 拡 大 を経 験 した 世代)で あ る。

表1本 稿が対象とするコーホートの特徴

出生年 人口規模 20歳頃の社会状況 その他

1920-1934 小さい 好況期で完全雇用

1935-1949 小さいが、ベビーブーム先頭世代含む経済繁栄期 一度 目の教育拡大を経験

1950-1964 ベビーブーム中後期のため大きい 経済停滞期

1965-1979 出生率低下 失粟の増大 二度目の教育拡大を経験

　このコーホー ト区分を用いて、各世代の特徴 とライフコースの変化が子どもの教育達成に

どのような影響を与えたかについて、次節以降で検討 してみよう。

3.社 会変化と世代間格差

(1)栄 光の30年

　まず、本稿の対象とする世代の人々が生きた時代を概観 してお こう。 フランスでは、世界

大恐慌の影響が他国よりも長く続き、第二次大戦終了まで経済状態は良くなかった。4し か

し、戦後の30年 間(1945-1975年)は 、「栄光の30年 」 と呼ばれ、急激な経済発展を遂げ

た時期であった。実質GDP成 長率は、1950年 代の10年 間の平均が4.5%、1960年 代が5.3%、

1970年 代が3.5%と 高水準になっている。また30年 の間、労働者の給与の年平均増加率は約

3～5%で あった。30年 間に、物価も4.7倍に増加 したが、給与の増加が物価の増加を上回っ

たため購買力は著 しく上昇 した(30年 間に約32倍 上昇)。 その後は、1980年 代の実質GDP

成長率の平均が2.3%、1990年 代が1.5%と 低下し、経済が停滞 した。 したがって栄光の30

年は、最近約200年 の歴史においても、きわめて例外的な期間 とい うことができる。

　では、この栄光の30年 の果実を享受 したのはどの世代であったか。1920-1934年 出生コー

ホー トの世代は、経済成長の時期に、すでに労働力 となっていた。彼 らは、高い教育を受け

ていたわけではないが、経済成長の恩恵により完全雇用の状況にあった。 また、1935-

1949年 出生コーホー トの世代は、もっとも若い者でも就職時が好況期であ り、もっとも年

長の者は40歳 ぐらいまでの時期を経済拡大のなかですごしている。 これに対 し、その後の

世代は、経済停滞期に就業生活を送っている者が多いといえる。

　時代の経済状況は、とりわけ就職時の雇用機会に影響を与えるため、 どのような時期に就

業生活を送ったかにより格差が大きい。

(2)労 働力の構成の変化と失業の増大

次に、経済状況を考慮 したうえで、労働力の構成の変化を見てみよう(図3)。5労 働力

一40一



都 村:親 の ライフ コースと子 どもの教育達成

の構成の変化を分析することにより、社会の変化を理解できる。6図3に よれば、1940年 代

半ば以降、農業従事者 ・農業経営者および農業賃金労働者が大幅に減少 していることがわか

る。他方で、この時期には、カー ドル ・中間的職業 ・被用者の割合が著 しく上昇 している。

第1次 産業から第3次 産業への構造転換により、ホワイ トカラーの割合が1940年 の20%か

ら1997年 の55%に 増加 した。その うち、カー ドル層の割合は5～10%程 度であるから、フ

ランスでも戦後に中間層が拡大したといえる。その一方で、経済繁栄期を過 ぎた1975年 以

降、労働者の割合は減少傾向にある。

図3労 働 力 の 構 成 の 変 化1866年 一1997年

　 ま た 、 図3に は 表 示 され てい ない が 、1970年 代 後 半 以 降 、 急 激 に 増 加 して い る の が 失 業

者 で あ る。1975年 に は 、失 業者 は20～59歳 の労 働 力 人 口(男 女)の4%程 度 に す ぎな か っ

た が 、1985年 に は10%に 達 し、1990年 代後 半 に は約15%に 及 ん で い る。 失 業 の 影 響 を も っ

と も受 け て い るの は 、1950-1964年 出 生 コー ホー トと1965-1979年 出生 コ ー ホ ー トの世 代

で あ る。 彼 らの 就職 時 期 は 、失 業 の拡 大期 に あた り、 そ もそ も労働 市場 に参 入す る こ と が 困

難 で あ っ た。25歳 以 下 の 失 業 率 は1980年 代 以 降 、 約20～25%に 及 ん で い るか らで あ る。

　 以 上 の よ うな 労働 力 の構 成 の変 化 と失 業 の増 大 は 、社 会 移 動 の 問題 と関連 して い る。 ブル ー

カ ラー 労働 者 や 被 用 者 か ら中 間的 職 業 あ る い は カー ドル へ の 世 代 間 移 動 、 そ して 中 間 的職 業

か らカ ー ドル へ の世 代 間 移 動 は 、 他 の 世 代 と比 べ る と1935-1949年 出 生 コー ホー トで非 常

に活 発 で あ る。7高 等 教 育 拡 大期 を経 験 し、就 職 時 が 好 況 期 に あた る1935-1949年 出 生 コー

ホ ー トは 、 産 業 構 造 の転 換 もあ って 、 上 昇移 動 した世 代 とい うこ とが で き る。

(3)カ ー ドルの年齢構成に見る世代間格差
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　次に、カー ドルの年齢構成の変化によって世代間の格差を見てみ よう(図4)。 カー ドル

とは、民間部門 ・公的部門の上級管理職層のことである。1964年 には、1920-1934年 出生

コーホー トの世代がカー ドルの中心であり(35歳 一44歳)、6年 後の1970年 にも40歳 代の

彼 らが引き続き中心を占めている。その結果、グラフは真ん中が膨らんだ形状になっている。

経済繁栄期である栄光の30年 の後半には、比較的人口規模の小さい1920-1934年 出生 コー

ホー トが経済発展を担ったといえる。彼 らは、教育水準はそれほど高 くなかったが、経済成

長 と小 さな人口規模の恩恵を受けている。

図4カ ー ドル の 年 齢 構 成 の 変 化(単 位:%)

　 1977年 ・1983年 に な る と、1935-1949年 出生 コー ホ ー トが30歳 代 で カ ー ドル 層 の 中心

とな る。1983年 の グラ フ を 見 る と、30歳 一39歳 の層 が男 女 と も多 く、 グ ラ フ は若 年 層 に偏 っ

た ピラ ミ ッ ド状 に な っ て い る。 こ の コー ホ ー トは、 人 口規 模 の 大 きい ベ ビー ブ ー ム 世 代 を含

ん で い る。 フ ラ ン ス の 場 合 、 高等 教 育 出 身 の 者 が20代 後 半 で 若 く して 管 理 職 にな る こ とが

一 般 的 で
、 内部 昇進 が あ ま り多 くない た め に この よ うな 結 果 が 生 じて い る 。 彼 らは 、 前 世 代

に比 べ て 高 い レベ ル の教 育 を 身 につ け、 早 期 に 高い 社 会 的 地 位 を獲 得 した 。

　 1995年 の グ ラ フ を見 て み よ う。 もっ と も人 口規模 の 大 き い世 代(1946-1950年 出 生)で

あ る45歳 一49歳 の 年 齢 層 の 割 合 が 高 くな り、 そ の後 の 若 年 世 代 は割 合 を低 下 させ て い る。

そ の結 果 、 グ ラ フ の形 状 は 、 逆 ピラ ミ ッ ド型 に 変化 す る傾 向 に あ る。

　 この よ うに 、 経 済 の 繁 栄 と停滞 、 カー ドル とい う独 特 の 地 位 シ ス テ ム 、 人 口規模 とい う3

つ の 要 因 が 重 な り合 っ て 、 上 級 管理 職 層 の 年 齢構 成 は フ ラ ン ス的 特 質 を 生 み 出 して い る。 年

齢 構 成 の変 化 に よれ ば 、1920-1934年 出 生 コーホ ー トと1935-1949年 出 生 コー ホ ー トが経
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済繁栄の恩恵を受けていることがわかる。 とりわけ、ベビーブーム世代を含んだ後者のコー

ホー トは、高等教育を受け、若くしてカー ドルの地位 に就き、安定した職業経歴 を歩んだ世

代といえる。

(4)公 務 員 の 年 齢 構 成

　 図5は 公 務 員 の 年 齢 構 成 を1982年 と1997年 で比 較 した もの で あ る。1982年 の年 齢 構 成 は 、

20歳 台 後 半 か ら40歳 台 半 ば ま で の 層 を中 心 と した 台 形 状 に な って い る。1935-1949年 出生

コー ホ ー トとそ の 後 のベ ビー ブ ー ム期 の 人 々 が 、1982年 の公 務 員 の割 合 の 多 く を 占 め てい

た こ と が分 か る。 と こ ろ が1997年 に な る と、40歳 台 か ら50歳 台 半 ば ま で を 中心 と した台 形

に グ ラ フ の形 状 が変 化 して い る。 ち ょ う ど15年 前 の1982年 の 山が そ の ま ま 移 動 して い る。

そ の 結 果 、1982年 と比 較 す る と、1997年 で は 高年 齢 層 の 割 合 が 増 加 し、1957年 以 後 の 出生

者 が 公 務 員 に 占 め る割 合 は 小 さ くな っ て い る。 フ ラン スの 場 合 、公 務 員 の カテ ゴ リー に含 ま

れ る者 が就 業 者 の約20～25%を 占 め るた め 、 この 年 齢 構 成 の持 つ 意 味 は 大 き く、 と りわ け

1950-1964年 出生 コー ホ ー ト以 後 の 若 い 世代 に とっ て は影 響 が あ る と考 え られ る。

図5公 務 員 の 年齢構 成 一1982年 と1997年 の比 較

(5)所 得 の世 代 間 格 差

　 最 後 に 、 世 代 間 の 格 差 を も っ と も端 的 に示 す指標 と して 、所 得 格 差 につ い て 考 え てみ よ う。

図6は 、年 齢 別 の所 得 を男 女 別 に1970年 と1993年 で 比 較 した もの で あ る。1970年 に は 、 男

女 とも28-32歳 の 所 得 は 比 較 的 高 く、40歳 台 以 降 と ほ ぼ 同等 の 所 得 を得 る こ とが で き た 。

い いか えれ ば 、1935-1949年 出生 コー ホ ー トの世 代 は 、30歳 台 の若 い 段 階 で 、 親 と同 等 の

所 得 に 達 して い た こ とが 分 か る 。1993年 に な る と、 グ ラ フの 形 状 が 変 化 す る。 男性 に つ い

て み る と、28-32歳 の 所 得 に 比 して 、43-62歳 の所 得 が相 対 的 に高 くな り、1.4～1.5倍 程

度 にな っ て い る。 女 性 の 方 が 世代 間の 格 差 は小 さいが 、 同様 の 傾 向 が 見 られ る。 この よ うな
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30歳 台 と45歳 以降の所得格差の拡大は、1970年 代中頃以降、高年齢者の所得が増加 したの

に対 し、若年層の所得が低下 したことに起因 している。8

図6年 齢 階級 別所得 一一 一1970年 と1993年 の比 敏

　世代間の所得格差は、公的部門か民間部門かを問わず、またどのような職種でも見出すこ

とができる。ただ、1993年 の所得を教育年数別に比較す ると、前期中等教育卒あるいは後

期中等教育卒の者に比べ、高等教育卒の者の方が45歳 以降、所得を大幅に伸ばしている。9

したがって、1935-1949年 出生コーホー トの うち、高等教育を受けた層がその後の就業生

活で恩恵を受けていることが分かる。

(6)各 世代の特徴

　ここまでの内容をまとめておこう。フランスの大恐慌以後の歴史は、時代効果、コーホー

ト効果、年齢効果で説明できる。101920-1934年 出生コーホー トは、経済不況のなかで生

まれた人口規模の小さい世代である。彼 らの青年期は豊かなものではなく、教育水準も高 く

はなかったが、戦後の経済発展のなかで、雇用には恵まれた。また、社会保障政策が拡大 し

た時期であり、成人期が豊かであった うえに、退職後も豊富な年金を得た。その結果、彼 ら

は高齢期 も豊かな暮らしを送っている。111935-1949年 出生コーホー トは、前半 と後半で

人口規模が異なっている。前半期は出生率が非常に低かった時期であるが、後半の4年 ほど

はベビーブーマー先頭世代で人口規模がきわめて大きい。 このコーホー トは、一度 目の教育

拡大期を経験し、好況期に労働市場に入った。そのため、雇用環境に恵まれ、親世代の所得

にも早期に達することができた。特に、もっとも人 口規模の大きいベ ビーブーマー先頭世代

が経済成長の恩恵にあずかったため、その後のコーホー トにとっては重荷となったことがカー

ドルの年齢構成などを見るとよくわかる。最後に、1950-1964年 出生コーホー トは、ベ ビー

ブームの後半にあたるため、人口規模の大きい世代である。彼 らのライフコースは、ベ ビー

ブーム先頭世代とは大きく異なっている。彼らの教育水準は比較的高かったが、就職時の経

済状態は前世代ほど良くなく、失業が増加 していた。民間部門 ・公的部門 とも、雇用は拡大

しておらず、所得の伸びも停滞していた。
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4.親 世代のライフコースの変化と子世代の教育達成

(1)イ ースタリンの相対所得理論

　ここまで分析 してきたように、現在のフランスには大きな世代間の格差が存在 し、とりわ

け1935-1949年 出生コーホー トが豊かなライフコースを歩んでいることが分かった。では、

このような世代間格差は、教育拡大とどのように関連 しているのであろうか。この点につい

て、イースタリン(R.A.Easterlin)の 「相対所得」の概念を援用して考えてみよう。12

　イースタリンは、人 口規模、ライフスタイルにっいての期待 ・願望、現実の経済状態とい

う三者の関係をもとに、各世代の行動を分析 し、アメリカ社会の変化を論 じた。イースタリ

ンはさまざまな社会現象を分析 しているが、とりわけ各世代の家族形成(結 婚するかどうか、

子 どもを何人持っか)に 注目している。以下、簡単に概観 してみよう。

　イースタリンによれば、ある世代の社会的 ・経済的な「運命」は、彼 らの相対的な経済的地

位によって規定 される。その相対的な地位は、具体的には稼得能力と生活についての物質的

な願望水準の比較によって決まるのである。イースタリンの場合、経済的なアスピレーショ

ンは、青年期を過 ごした家庭環境で、意図しない うちに学び内面化されるものと考えられて

いる。この指標は、過去の親の所得によって代替される。その結果、相対所得は世帯の現在

の所得(男 性)を 過去の父親の所得で除して算出されることになる。

　相対所得を用いて、イースタリンはアメ リカの出生行動の変化を次のよ うに説明す る。

1930年 代の大恐慌期に生まれた世代は、経済不況のため青年期の生活は恵まれたものでは

なかった。 したがって、彼 らの物質的な願望水準は低いものだった。 しかし、彼 らが成人す

る頃には、好況期に入 り、将来の見通しも明るくなった。 とりわけ、1930年 代に出生 した

世代は人口規模が小さく、雇用機会に恵まれ、所得の伸びも大きかった。こうして、1930

年代出生コーホー トは、相対所得を高め、明るい将来展望のもと家族形成を早めた。その結

果、戦後のベ ビーブームがもたらされたのである。13

　他方、1950年 代に出生 したベ ビーブーム世代は、経済成長の時代に豊かな青年期を送っ

た。そのため、彼 らの有する願望 ・期待の水準は非常に高いものとなった。 ところが、彼ら

は非常に人 口規模の大きい世代であったため、成人期に入ると、雇用機会は逼迫 し、所得の

伸びも停滞 した。こ うして、ベビーブーム世代の相対所得は低下し、将来についての見通 し

も悪くなった。その結果、結婚年齢は上昇 し、合計特殊出生率も低下した。14

　このように相対所得とい う概念を巧みに用い、イースタリンは出生行動のほかに、離婚、

非嫡出子、犯罪、自殺な どの現象を分析 している。

(2)相 対所得 と教育拡大

　相対所得理論を発展 ・応用させて、フランスにおける二度の教育拡大を読み解いてみよう。

イースタリンの相対所得理論の独 自性は、各世代の特徴 とアスピレーションを巧みに分析モ

デルにとりこんでいる点にある。家族形成などに関する彼の分析は、本人世代のアスピレー

ションの水準にだけ注 目しているが、先にも述べたように教育とは親世代の教育についての
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意識やアスピレーションと子世代のそれが重なり合 う領域である。 したがって、ここでは

1985年 以降の教育拡大にっいて親世代 と子世代の相対所得を照らし合わせることを試みて

みよう。

　 3節 で詳 しく分析 したように、1935-1949年 出生コーホー トは、高いレベルの教育を受

け、経済発展期に就業生活を送り、相対所得の高かった世代である。 とりわけ彼 らの世代は、

1度 目の教育拡大期にあたり、教育を通じて上昇移動を果たした者が多かった。高い教育を

受ければ希望する仕事に就 くことができると考え、実際にそれを成 し遂げた世代 ということ

ができる。その結果、この世代は親となった時に、子 どもの教育 ・就業に関して非常に期待

が高くなっていると考えられる。彼 らは自らの経験を振 り返 り、高い教育水準とそれに見合っ

た職業を望むのである。

　他方、子世代(1965-1979年 出生コーホー ト)は 、経済的に豊かな家庭で成長 し、教育

や職業についてのアスピレーションは非常に高い。 しか し、失業や就職難 という時代の影響

を受け、むしろ相対所得は低 くなる傾向にある。15したがって、子世代の将来の見通 しは、

あまり明るくないと考えられる。

　イースタリンの相対所得理論に依拠 して考えてみよう。二度 目の教育拡大を経験 した世代

にとっての親世代は、相対所得が高く、上昇移動型のライフコースを歩んだため、子 どもの

教育に対する願望水準が非常に高いと考えられる。また、子 どもの世代は、豊かな青年期を

過ごしたため、同様に願望水準は高い。 したがって、親世代の期待や願望が子世代のアスピ

レーションをさらに加熱させたため、普通中等教育や大学を中心 とした高等教育への進学希

望は高まったと考えられる。そしてこの時期に、バカロレア合格者の増加を目指す教育拡大

政策も進行 したため、進学という点では彼らのアスピレーションは満たされる状況にあった。

イースタリンの説明に従えば、高い願望水準をみたす機会が存在 したために、進学は促進 さ

れたといえる。

　 しか し、就職時の雇用機会で考えると、失業などにより子世代(1965-1979年 出生コー

ホー ト)の 置かれた状況は決 して良好ではなく、相対所得も低 くなる傾向にある。従来、高

等教育に進学した者であれば、就職できたであろう職業にはなかなか就くことができなくなっ

た。いいかえれば、希望の職業に就 くためにはさらに教育 レベルを上げるか、もしくは就職

機会を高めるよ うな資格を取得する必要がある。つまり、雇用機会とい う点では、アスピレー

ションは容易には満たされないのである。このようなアスピレーションと現実のずれにより、

就職の時期は延期され、教育期間が長期化 していると考えられる。 とりわけ、教育 レベル と

同等あるいはそれ以上の職業に就いた親世代の経験が、この傾向を助長 していると想定でき

る。イースタリンの例でいえば、アメリカのベビーブーム世代が成人 した時に、願望水準と

実際の経済状況の不一致により、家族形成が遅れたケースに似ているといえるであろう。

　 このことを、1985年 以降の年齢別教育機関在学率によって見てみ よう　(図7)。 図7に よ

れば、18歳 ～27歳 ぐらいの幅広い年齢で在学率が伸びている。 とりわけ19歳 ～22歳 の在学

率の上昇が著 しいのであるが、ここで注目したいのは22歳 以降 もかなり在学率が伸びてい

る点である。25歳 の在学率も10年 間に10ポ イントほど増加 している。っまり、先に指摘 し
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た高等教育在学期間の長期化が見出せるのである。加熱されたアスピレーションに見合った

就職の可能性を高めるためには、さらに教育 レベルを上げざるを得ず、教育期間は20歳 台

半ばまで長期化 しているのである。

図7年 齢別教育機関在学率

　以上のように、教育を通 じて上昇した親世代のライフコースの特異性は、子世代の教育に

ついてのアスピレーションを加熱させた。アスピレーションは、進学とい う点では、教育拡

大政策 とマ ッチ し、とりわけ高等教育進学率が高まった。 しか し、就職 とい う点では、願望

と現実にずれが生じたため、結果として教育期間の長期化がもたらされたといえる。

(3)父 親の学歴 と職業が子 どもの教育達成に及ぼす影響

　イースタリンの仮説は、アグリゲー トレベル(世 代全体)の 現象を明解に説明できるが、

個人 レベルには当てはま りにくいとい う批判がある。16相対所得説が対象 とするのは個人の

アスピレーションの問題であり、それは必ず しもマクロ ・データの傾向と一致 しているとは

いえないからである。その意味では、本稿のここまでの分析も各世代の大まかな傾向を示し

ているにすぎない。同 じコーホー トといってもすべてをひとくくりに論 じることはできない

か ら、世代内の多様性に注 目することが重要 といえる。そこで、以下では世代内の分化に着

目してみたい。

　まず、教育達成の規定要因の変化を父親の学歴と職業の点から考えてみよう。表2は 、教

育達成に父親の学歴が及ぼす影響を父親の職業別に見たものである。最初に表の数値が示す

意味を説明してお こう。1970年 の上層階級の比率が2.1の場合を例に とろう。17父親が上級

カー ドルもしくは企業主である25～34歳 のふた りAとBを 想定する。この際、Aの 父親はバ

カロレア以上の学歴、Bの 父親は職業適格証(CAP)、 職業教育免状(BEP)、 中等教育第1

期課程修了証書(BEPC)程 度の学歴を有 しているとする。1970年 には、　Aが バカロレア以

上、Bが 職業適格証他(CAP・BEP・BEPC)程 度の学歴を有する確率は、　Aが 職業適格証

他(CAP・BEP・BEPC)、 　Bが バカロレア以上になる確率よりも2.1倍大きい。 したがって
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表2で 、父親の職業が同レベルの時、父親の学歴の違いがどの程度子どもの教育達成を規定

しているかを知ることができる。

表2教 育達成に父親の学歴が及ぼす影響一一一父親の社会階層別

父親の社会階層

上層階級 中間階級 庶民階級

比率 比率 比率

1970

1977

1985

1993

2.1

2.3

2.3

43

22

2.2

t7

4.5

5.2

3.7

27

3.8

資 料:FQP調 査1970年 、1977年 、1985年 、1993年

出 所:Goux,Maurin(1997)p.34

　1970年 の時点では、 とりわけ上層階級および中間階級の家庭の場合、子 どもの教育達成

に及ぼす父親の学歴の影響はあま り大きくない(そ れぞれ2.1、2.2)が 、庶民階級について

は、比率が5.2と大きくなっている。つま り、庶民階級の家庭の子弟の場合、父親がバカロ

レアを取得 していると、本人もバカロレアを取得する可能性が非常に高 くなる。それ以後、

1985年 まで、庶民階級における比率が低下した以外は、おおむね比率は安定 している。

　この点に関しては、父親世代の学歴構造をあわせて考えると理解 しやすい。表2の データ

の うち、1970年 、1977年 、1985年 各時点の父親は、1910年 代か ら1930年 代半ばに生まれ

た世代であると想定できる。表3に よってこの世代の学歴構造を見ると、男性の場合、バカ

ロレア以上の学歴を有する者が11～15%程 度 と少なく、職業適格証他の学歴 を有する者が

55%程 度、残 りの32～35%程 度の人々は学歴資格を持っていなかった。 したがって、子ど

もの教育達成を規定する要因としては、父親の学歴よりも、父親がどのような社会経済的な

地位にいるか(職 業)の 方が重要であったと考えられる。

"

(単位:%)

出 生 コー ホー ト 1913-20 1921-25 1926-30 1931-35 1936-40 1941-45 1946-50 1951-55 1956-60

高等教育 5 6 5 s 10 13 14 13 13

バカロレア 6 9 8 8 10 12 10 11 10

BEPC 8 6 iz 20 25 29 31 34 35

男性 CAP 7 5 4 4 5 6 8 7 11

CEP 40 45 39 30 27 22 22 18 10

学歴なし 35 29 32 33 24 18 i6 17 20

計 100 100 100 100 100 100 100 100 100

高等教育 z 3 3 4 s iz 14 16 16

バカロレア 5 5 s 7 9 11 12 12 14

BEPC 6 7 10 14 18 23 23 23 26

女性 CAP 7 7 7 s 7 8 8 11 13

CEP 39 45 42 37 33 30 26 22 11

学歴なし 41 33 32 32 27 16 17 16 20

計 too 100 100 100 100 100 toO 100 100

資 料:FQP調 査

出 所:Courot,Fournier,Kieffer,Lelievre(1997)p.136

　　,;
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　 と こ ろが 、1993年 デ ー タ で は 、 子 ど も の教 育 達成 に 及 ぼす 父親 の 学 歴 の影 響 力 が 、 と り

わ け上 層 階 級(4.3)と 中 間 階級(4.5)で 上 昇 して い る。1993年 デ ー タ の 父 親 は 、1930年

代 半 ば ～1940年 代 半 ば に 生 まれ 、1960年 代 の拡 大期 に 高 等 教 育 を受 け た 世 代 で あ る。 表3

に よれ ば 、1940年 代 以 降 に 生 ま れ た コー ホー トか ら、 学 歴 を持 た な い 者 の割 合 が減 少 し、

バ カ ロ レア 以 上 の 学 歴 を持 つ 者 が25%程 度 に増 加 して い る。 そ の結 果 、 同 じ社 会 階層 で あ っ

て も、 バ カ ロ レア を取 得 して い る か否 か の 差 は 大 き くな っ た 。 そ うした 格 差 が 子 ど もの教 育

達 成 に 反 映 され て い る の で あ る。

　 表4は 、 教 育 達 成 に父 親 の 職業 が及 ぼす 影 響 を 父親 の 学 歴 別 に見 た もの で あ る。 最 初 に表

の 数 値 が示 す 意 味 を説 明 して お こ う。1970年 の 「バカ ロ レア 以 上 」の 比 率 が2.5の 場 合 を例 に

と ろ う。 父 親 が バ カ ロ レア 以 上 の 学歴 で あ る25～34歳 の ふ た りAとBを 想 定 す る。 この 際 、

Aの 父親 は 上 級 カ ー ドル も し くは 企 業 主 、Bの 父親 は 職 人 も し くは 商 業 従 事 者 も しく は 中間

的 職 業 とす る。1970年 に は 、Aが バ カ ロ レア 以上 、　Bが 職 業 適 格 証 他(CAP・BEP・BEPC)

程 度 の 学 歴 を有 す る確 率 は 、Aが 職 業適 格 証 他(CAP・BEP・BEPC)、 　Bが バ カ ロ レア以 上

に な る確 率 よ りも2.5倍 大 きい 。 した が って 表4で 、 父 親 の 学 歴 が 同 レベ ル の 時 、父 親 の 職

業 の 違 い が どの 程 度 子 ど もの 教 育 達成 を規 定 して い るか を知 る こ とが で き る。

表4教 育達成に父親の職桑が及ぼす影響一一一父親の学歴別

父親の学歴

バカロレア以上 職業適格証他 学歴 なし・職 業教育証書

比率 比率 比率

1970

1977

1985

1993

2.5

1.8

2.5

1.7

2.8

1.7

t8

1.8

2.3

t9

3.3

2.4

資 料IFQP調 査1970年 、1977年 、1985年 、1993年

出 所:Goux,Maurh(1997)P.34

　 1985年 から1993年 にかけて、父親がバカロレア以上の学歴であれば、父親の職業による

子 どもの教育達成の規定力は低下している(1985年 の2.5か ら1993年 の1.7へ)。 表2と 表4

の結果をあわせてよむと、近年、父親の職業よりも父親の学歴が本人の教育達成を規定する

力が大きくなっているといえる。いいかえれば、父親の職業が同じであっても、メリトクラ

ティックにその地位に到達 したかどうかが、子どもの教育達成に影響を及ぼしているといえ

よう。 この点では、二度 目の教育拡大の親世代である1935-1949年 出生コーホー トに分化

が生 じていると考えられる。前述 したように、彼らは経済成長の恩恵を受けた上昇移動の世

代であるが、とりわけ教育を通 じて上昇した層において、子どもの教育に対する関心が高い

と推察できる。

(4)女 性(母 親)の ライ フ コー スの 変化 と子 ど もの 教 育 達 成

同 じ世 代 で あ って も、 性 別 に よ って ライ フコー ス は 異 な っ て い る。 ま た 、 時 代 や コー ホー
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トの特徴が個人に与える影響 も男性と女性で同じとはいえない。そこで次に、女性のライフ

コースの変化に注目し、母親の学歴や職業が子どもの教育達成に及ぼす影響について考察 し

てみよう。 とりわけ、二度目の教育拡大の親世代である1935-1949年 出生コーホー トから、

女性のライフコースが変化 していることに注目しよう。

　①女性の労働力率の変化

　まず、1970～2000年 の女性の労働力率の変化を見てみよう(図8)。 それぞれの年の各年

齢層の労働力率、特に子育て世代のそれを比較することにより、女性のライフコースの一端

を把握することができる。 日本のよ うに25-34歳 の年齢層で労働力率が下が り、育児終了

とともに再び上昇す る場合には、M字 型の就業構造とい うが、フランスの場合は、どのよう

な構造であろうか。18

図8　 フランスにおける女性の労働力率の変化

　 1970年 の 女 性 の 労 働 力 率 は 、20-24歳 の年 齢 層 で65.6%と も っ と も高 く、25-34歳 で

52。2%ま で 下降 し、そ の 後 の 年 齢 で上 昇 す る こ とは な い。 っ ま り、 出 産 や 育 児 が 行 わ れ る25

-34歳 で 離 職 した 後 、 中 高年 で職 業 に 戻 る こ とは少 な い と考 え られ る。 した が っ て 、1970

年 の フ ラ ン スの 就 業構 造 は 、M字 型 とい うよ り年 齢 と と もに 低 下 す る右 下 が り型 で あ る。

　 1980年 に な る と、25-34歳 の労働 力 率 が16.5ポ イ ン ト増 加 して68.7%と な り、35-44歳

で も64%ま で上 昇 して い る。 この よ うに 、 フ ラ ンスで は、1970年 か ら1980年 の 間 に 、 出産 ・

育 児 期 の 労 働 力 率 が 上 昇 した こ とが わか る。 フ ラ ン スで は職 業 プ ロフ ァイ ル に関 す るデ ー タ

が 少 な い た め、 具 体 的 に どの コー ホー トか ら、 出産 ・育 児 期 に も離 職 す る こ と が少 な くな っ

た か を特 定 す る こ とは 困 難 で あ る。19た だ 、1980年 の25-34歳 は1946-1955年 に 出生 した

コー ホ ー トで あ る か ら、 お お よそ1940年 代 半 ば以 降 に 出 生 した女 性 か ら変 化 が始 ま っ た と

考 え られ る。

　 1946-55年 に 出 生 した コー ホー トは 、1990年 に は35-44歳 、2000年 に は45-54歳 の年
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齢 層 に 該 当 し、 そ れ ぞ れ 労 働 力 率 を大 幅 に 高 め て い る。 そ の 結 果 、2000年 に は 、 女性 の 労

働 力 率 を 示 す グ ラ フは 、 完 全 な台 形 型 とな っ た。

　 この よ うに 、 本 稿 で注 目 して きた1935-1949年 出生 コー ホ ー トの 後 半 世 代 ぐ らい か ら、

女 性 の ライ フ コ ー ス は 著 し く変 化 して き た とい える 。 な お 、 先 の表3に よれ ば 、1946-

1950年 に 出 生 し た世 代 か ら、 バ カ ロ レア 以 上 の学 歴 を有 す る女 性 の 割 合 が男 性 の そ れ を 上

回 っ て い る。 フ ラ ン ス で は 、 学歴 と職 業 の 対 応 関係 が 強 い の で 、 高学 歴 化 も 労働 力 率 を上 げ

た 一 因 とい え る。20

　②女性の法的権利の拡大と家族の変化

　1970年 代は女性の法的権利が急速に進展 した時代でもある。21賃金については、1972年

に男女同一賃金法が制定 され、1983年 の男女職業平等法においてさらに問題点が改正され

た。雇用については、1975年 に妊娠を理由とする採用拒否等が罰則をもって禁止されるよ

うになった。また公務員 については、1975年 法により男女のキャリアの平等原則が確認 さ

れた。 さらに、1975年 か ら公務員に認められていた育児休業法が、1977年 には民間企業に

も拡大 して適用 されるようになった。

　もちろんこうした女性の権利の拡大がす ぐに効果を発揮 して、労働力率が上昇 したという

ことはできないであろうが、女性のライフコースの変化 と同時進行 していることは注目に値

する。実際、賃金に関しては、1970年 から1993年 の問に、男女間格差が縮小する傾向にあっ

た。22また、公務員に占める女性の割合は50%を 超え、雇用機会が開かれるようになった。

　 1970年 代は、フランスの家族にとっても転換点であった。1950年 代までのフランスの家

族政策は、婚姻による家族を重ん じ、そこで生まれた子 どもを専業主婦が育てるとい うモデ

ルを有 していた。単一賃金手当(1941年)や 非被用者を対象とした主婦手当(1955年)に

より、夫 しか働いていない家庭に手当が支給されていた。23こうした手当は、女性を家庭に

とどまらせ、職業へ と向かわせない機能を果たしてきたといえる。 しかし、共働き世帯に不

利で専業主婦を優遇する手当には批判が多く、1972年 に職業に従事するための保育の費用

を補 う保育手当が設 けられた。さらに、1977年 には、単一賃金手当と主婦手当および保育

手当に代えて、家族補足手当が創設され専業主婦優遇政策は廃止された。こうした家族政策

の変更により、女性は家庭にとどまるか職業に従事するかとい う選択をすることができるよ

うになった といえる。

　また、1975年 に離婚が有責主義から破綻主義へと変更になり、自由化されたことにより、

離婚数が増加 した。離婚数は1970年 から10年 間に2倍 以上に増えた。 こうした変化に対応

し、1976年 には、離婚後子 どもを引き取った親に対 し、ひとり親手当が支給 されることに

なった。他方で、1972年 の法改正により、非嫡出子にも嫡出子 と同じ権利が与えられるよ

うにな り、婚外出生率も急上昇 した。

　 こうして1970年 代中頃に、性別役割分業に基づき専業主婦が育児を行 うという伝統的な

家族モデルは変更されるに至った。多様な家族のあり方が社会的にも認められるようになり、

女性の就労が増加 し、ライフコースが多様化 したと考えられるのである。
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　③母親の学歴 ・職業が子どもの教育達成に及ぼす影響

　それでは、女性(母 親)の ライフコースの変化は、子 どもの教育達成にどのような影響を

与えたのであろうか。母親の学歴や職業が子どもの教育達成をどれぐらい規定しているかに

ついての研究はまだ少ないが、いくつかの分析に依拠 して検討 してみよう。

　教育達成の規定要因を長期的に分析したThεlotとVallet研 究によれば、父親の職業だけ

で子 どもの教育達成を説明するよりも、母親の学歴を変数に加えた方が説明力が上昇す る傾

向が認められる。24とりわけ、子 どもが女性の場合その傾 向が強く、同性の子 どもに対 して

アスピレーションが高いとい う分析結果が示されている。

　ところで、グランゼコールの事例をもとに母親の職業 と子 どもの教育達成の関係 を検討 し

てみよう。表5は 、理工科学校の学生の父親と母親の職業およびその組み合わせの変化を示

すものである。女性の労働力率が低かった1966-1970年 と、ライフコースが変化 し労働力

率が高まった1989-1993年 を比較することができる。1966-1970年 には、職業を持たない

母親が多く、その割合は68.7%に 及ぶ。図8に よれば、当時の45-54歳 の女性の労働力率

は約50%で あるか ら、理工科学校の学生の母親では平均よりも非就労の割合が高かったと

いえる。父母の職業の組み合わせ としては、〔父:上 級カー ドル ・母:無 職〕の割合がもっ

とも高く、452%と なっている。

表5理 工科学校の学生の父親と母親の職業　　　　　　　　 (単位:%)

母親の職業

教員 上 級カードル 中級カードル 庶民階級 非就労 計

1966
-70

1989-

93

1966
-70

1989-

93

1966
-70

1989-

93

1966
-70

1989-

93

1966
-70

1989-

93

1966-

70

1989-

93

父親の
職業

教員 7.5 15.0 0.5 2.0 0.7 1.2 0.7 0.9 5.9 4.0 15.2 23.0

上級 カードル 4.9 15.8 4.7 12.5 1.1 4.1 2.3 4.0 45.2 28.1 582 64.5

中級 カー ドル 12 t4 0.3 0.2 1.2 1.0 1.5 10 7.4 1.2 11.6 4.8

庶民階級 0.9 1.2 0.3 0.3 0.6 0.9 3.1 3.0 10.1 2.4 15.0 7.7

計 14.6 33.3 5.8 15.0 3.5 7.2 7.4 8.8 68.7 35.7 100.0 100.0

注;(表 の 読 み 方)1989-93年 の 理 工 科 学 校 の 学 生 で 、父 親=上 級 カー ドル+母 親:教 員 の 家 庭

の 出 身 者 は 全 学 生 の15.8%を 占 める 。

出 所=Euriat.　 Thelot(1995)p.436

　 しか し、1989-1993年 にな る と、仕 事 を持 つ母親 が 多 く な り(64.3%)、 非就 労 の害11合は

大 き く低 下 した(35.7%)。 母 親 の職 業 と して は教 員 が 最 も多 く(33.3%)、 次 い で 上級 カ ー

ドル(15.0%)と な って い る。 当時 の 理 工 科 学 校 の 学 生 の母 親 の 年 齢 を45歳 と仮 定 す る と、

母 親 は1944-1948年 に出 生 した世 代 で あ る。 前 述 した よ うに この 世 代 は 、 高 等 教 育 を 受 け

る者 が 増 加 し、 出産 ・育 児 期 に も仕 事 を続 け た世 代 の 先 頭 で あ る。 そ の結 果 、 理 工 科 学 校 の

学 生 の 母 親 で も就 業 率 が 高 ま っ た と考 え られ る。 また 、 教 員 や 上 級 カ ー ドル の 割合 が 高 い こ
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とから、同じ世代の女性のなかでも特にメリトクラテ ィックで社会的地位が高い層が多いこ

とも注 目に値する。25

　以上のように、1940年 代後半に出生した世代から、家族のあり方や女性のライフコース

は大きく変化 した。それまでの性別役割分業に基づき専業主婦が家事や育児を行 う家族モデ

ルは衰退 し、女性 も就業することが一般的となった。そのような変化に呼応 して、子 どもの

教育達成に母親の職業が及ぼす影響も変化したと考えられるのである。

5,ま とめと課題

　本稿では、親世代の特徴 とライフコースの変化が子 どもの教育達成にどのような影響を与

えるかについて分析を行った。その際、世代 とい う観点を導入することにより、1960年 代

と1985年 以降 とい う二度の教育拡大をフランス社会の変化と関連づけて考察した。

　1935-1949年 出生コーホー トは、1度 目の教育拡大を経験 した世代であ り、教育を通じ

た大規模な上昇移動が生 じた最初の世代 ということができる。彼 らは好況期に労働市場に入っ

たため雇用機会に恵まれ、その後のライフコースも安定 し、中年期の所得も高い水準であっ

た。 このコーホー トの前半期は、人 口規模が小さいことによって恩恵を受けていた。また、

後半期のベビーブーマー先頭世代も経済成長の果実を享受 したため、そのことが後の世代の

重荷となった。

　このようにフランスの歴史で例外的な1935-1949年 出生コーホー トが、二度 目の教育拡

大期において親世代 となった。教育を通 じてミドルクラス以上に上昇 した層が親世代になっ

たことにより、子 どもの教育についての期待は高まった。親世代の期待が、子世代のアスピ

レーシ ョンをさらに加熱 させ、高等教育進学率は上昇 した。 しかし、二度 目の教育拡大は一

度目とは違って、必ず しも職業についての見通しが明るくないことに特徴があった。そのた

め、彼 らは期待に見合 うような職業を求めて、より高いレベルの教育段階に達 しようとする。

こうした期待 と現実のずれが、教育期間の長期化をもたらしたと考えられる。

　また、1935-1949年 出生コーホー トをさらに詳細に見ると、父親の職業的地位が同 じで

もメリトクラティックな要因でその地位に達している方が、子 どもの教育達成が高い水準に

あることが分かった。 さらに、女性のライフコースの変化に連動 して、母親の職業が子 ども

の教育達成 に及ぼす影響が変化 した。一部のグランゼコールでは、1970年 代までは専業主

婦層の子 どもの教育達成が高かったが、1935-1949年 出生コーホー トの後半が母親世代に

なった時には、母親が職業を持っている方が子どもの教育達成が高い傾向にあった。

　以上のよ うに、一度 目の教育拡大を経験 した世代の上昇移動的なライフコースの特徴が、

二度目の教育拡大を加熱 させたと考えることができる。そして、その世代のなかでも、とり

わけメリトクラティックな層の子どもの教育達成が高いといえる。

　本稿では、親のライフコースの特徴や変化が子どもの教育達成をある程度規定しているこ

とを示 した。ある世代の教育達成にっいて検討する際には、親世代のライフコースにっいて

の認識が重要といえる。ただ、本分析は大まかな見取 り図を示したにすぎない。 とい うのも

本来は、二度 目の教育拡大を経験した1965-1979年 出生 コーホー トの30歳 ぐらいまでのプ
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ロファイルが揃 う数年後に、このテーマにっいては詳細が明 らかになるといえるからである。

最後に、今後の研究課題についてふれておきたい。

　本分析では、二度 目の教育拡大におけるアスピレーシ ョンの高まりをライフコースとい う

観点から検討 したが、アスピレーションに迂回的にアプローチ したところがある。アスピレー

ションの高まりが、教育の拡大や教育期間の長期化にあらわれていると解釈 しているが、必

ず しもアスピレーションの中身について正確な把握をしているわけではない。もとより教育

についての考え方は年齢 とともに著 しく変化する傾向にあるから、アスピレーションは捉え

にくい対象といえる。しかし、たとえばそれぞれの階層の特質が子どもの教育にどのように

反映されるのかとい う分析の視点は必要であろう。1935-1949年 出生コーホー トが、全般

的に学歴も社会的地位 も1ラ ンク上昇 した世代であったとしても、世代内の分化についてさ

らに考慮すべきである。

　また、女性(母 親)の ライフコースの多様性も検討 の余地がある。1970年 代半ば以降に

女性の労働力率が高ま り、ライフコースが変化 したが、1970年 ～1990年 の問に増加 した女

性の雇用はフル タイムではな く、パー トタイムである。26女性のパー トタイム割合は、1971

年の13%か ら2000年 の24%に 増加 した。女性のライフコースの多様性が子 どもの教育達成

にもたらす影響 も分析の課題 となろう。

注

1.な お 、 日本 を 対 象 と し、 世 代 の 変 化 と い う観 点 か ら高 学 歴 志 向 を分 析 した 研 究 と して は 中 村

　 　 (2000)が あ る。

2.長 期 的 な フ ラ ンス の家 族 の 動 向 に つ い て は 、Segalen(1981=1987)が あ る。 ま た 、 出生 率 の 低

　 下 が非 常 に 早 く始 ま っ て い た た め 、 フ ラ ン スで は 国家 レベ ル で 人 口 問題 へ の 関 心 が きわ め て 高

　 い 。 普 仏 戦 争 の 敗 北 の 際 も人 口減 少 が 一 因 と され る ほ ど で あ っ た 。 ま た フ ラ ン ス は 、1976年

　 以 来 国連 が 各 国 政府 に 対 して 行 っ て い る調 査 で 、 自国 の 出 生 率 が 低 す ぎ る と認 識 し、 出 生 率 を

　 上 昇 させ る た め の政 策 を とって い る と表 明 す る数 少 ない 国 のひ とつ で あ る(阿 藤(1996)P.34)。

3.た だ し、 フ ラ ン ス で は 、 婚外 出生 割 合 が非 常 に 高 い 。2000年 の 婚 外 出 生 割 合 は 、42.6%に 達

　 す る。 そ して 、 結 婚 して いな い 女性 の平 均 妊娠 年 齢 は 、 結婚 して い る 女性 の そ れ と比 して お よ

　 そ2歳 程 度 若 い 。 した が って 、 第1子 は 婚 外 で 出産 し、 第2子 は結 婚 以 後 に 出産 す るケ ー スが

　 多 い(Daguet(2002))。 この 点 で も 日本 とは異 な って い る。

4.Prost(1986=1994)p.138-163。 　OECD(1999)p.23-25。

5.本 稿 で 引 用 した 論 文 が 依 拠 して い るデ ー タ に つ い て 簡 単 に 説 明 し て お こ う。 ①enquδtes

　 Formation　 et　Quali五cation　 Professionnelle(「 教 育 と職 業 資 格 に 関 す る 調 査 」、 以 下FQp調

　 査 と記 載)。INSEEに よ っ て 、国 勢 調 査 の2～3年 後 に 行 われ て い るサ ン プ ル 調 査 で あ る。 主 に

　 教 育 と職 業 に 関 して 質 問 して い る。 これ ま で に、1964年 、1970年(37,843)、1977年(39,103)、

　 　1985年(39,233)、1993年(18,023)の 計5回 実 施 され て い る(括 弧 内 は 回 答 数)。 ②enquδtes

　 Emploi(「 労 働 力 調 査 」)。　INSEEに よっ て 毎年 実 施 され てい る サ ン プ ル 調 査 。 職 業 に関 す る質

　 問 が 多 い。 サ ンプル 数 は お よ そ140,000。

6.図3は 、Chauve1(1998)が 、　Marchand　 O.　et　Thεlot　C.,Lθ 五avaf1θ η 、酷8ηcθ1800・200α

　 Nathan,1997の 分 析 に 、　enquδtes　 Emploiの1982-1997年 の デ ー タ を加 えて 作 成 した もの で

　 　あ る 。 通 常 、 フ ラ ン ス の 職 業 分 類 はcatεgories　 s㏄ioprofbssionnelles(CSP,1954年)、

　 Professions　 et　Cat6gories　 sociales(PCS,1982年)と い う分 類 が用 い られ て い る。

　 Chauvel(1998)は 、　PCSに 修 正 を加 え、　groupements　 socioprofbssionnels(GSP)と い う分 類 を

　 作 成 して 論 を進 め て い る(Chauve1(1998),Annexe1)。 具 体 的 に は 、 労働 者 、被 用者 、 中 間 的 職
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　 　業 、 カ ー ドル 、 使 用 者 、農 業 従 事 者 とい う6分 類 で あ る。 た だ し、 図3で は19世 紀 以来 の長 期

　 　 的 変 動 を捉 え るた め 、 図 の よ うな職 業 分類 にな って い る。 そ の 理 由 は 、 カ ー ドル 、 中 間 的職 業 、

　 　被 用 者 とい う区別 が1954年 以 前 で は 困難 とい うこ とに あ る。

7.Chauvel(1998)p.203・228。

8.な お 、40歳 台 半 ば ～50歳 台 半 ば の所 得 が相 対 的 に 高 い とい う傾 向 は 、 日本 で も見 出 せ る(厚

　 　 生 労 働 省 「賃 金 構 造 基 本 調 査 」)。ま たEU諸 国 を比 較 して も、 と りわ け フ ラ ン ス の世 代 間格 差 は

　 　 大 きい(EU,8孟 川c加rθof」 幽rη 加838孟a翻5孟fσs,1995)。 そ の 意 味 で は 日本 とフ ラ ンス は似

　 　 て い る とい うこ とが で き る。

9.Baudelot,　 Establet(2000)p.53-59。

10.以 下 に つ い て は 、Chauvel(1998)を 参 照 し、本 稿 の 関 心 に 従 い 説 明 を加 え た。

11.1970年 代 に は 高 年 齢 者 の所 得 は 少 な か っ た が 、 こ の コー ホ ー トの 世 代 が56歳 ～70歳 に達 した

　 　 1990年 に は 、60歳 ～70歳 の 生 活 水 準 は き わ めて 高 い(Legris,】 め11ivier(1996))。

12.相 対 所 得 理 論 に つ い て は 、Easterlin(1987)を 参照 した 。 な お 、 イ ー ス タ リ ン理 論 とア メ リカ

　 　 の 家 族 の 変 化 に つ い て は 、岩 井(1997)が 詳 しい。

13.イ ー ス タ リン は 、1926年 生 まれ で 、ベ ビー ブ ーム の親 とな っ た 世 代 に 属 す る。 彼 は 、ベ ビー

　 　 ブ ー ム の 研 究 を 続 け る うちに 、 自 らの世 代 が 人 口規 模 が 小 さい こ とに よっ て 大 きな 影 響 を 受 け

　 　 て い る と感 じた よ うで あ る(Easterlin(1987)p.ix)。

14.相 対 所 得 に よ っ て 、 出 生行 動 を分 析 す るイ ー ス タ リンの 枠 組 に よ っ て 、 フ ラ ンス の ケー ス は ど

　 　 の よ うに 説 明 で き るで あ ろ うか 。3節 で 見 た よ うに フ ラ ン ス の 場 合 、1920年 ～1945年 ま で の

　 　 人 口規 模 の 小 さい 世 代 の相 対 所得 が高 く、彼 らが成 人 して 長 期 的 なベ ビー ブ ー ム を もた ら した 。

　 　 ま た 、1950年 ～1965年 のベ ビー ブ ー ム 世代 の 相対 所 得 が 低 く、 そ の 後 の ベ ビー バ ス ト期 を 導

　 　 い た 点 も イー ス タ リン の枠 組 で 説 明 で き る。 た だ 、 先 に も指 摘 した よ うに 、 戦 後 の もっ と も人

　 　 口規 模 の 大 き い ベ ビー ブー ム先頭 世 代 が恩 恵 を享受 し、 後 継 世 代 の 重 荷 とな った こ とが フ ラン

　 　 ス の 特 徴 と考 え られ る。

　 　 　 なお 、 イ ー ス タ リン理 論 を適 用 しフ ラ ン スの 出 生 動 向 を 計 量 的 に 分 析 した 研 究 は い くつ か 存

　 　 在 す る(た と え ば 、Baird(1987)、 　Wright(1989)な ど)。 しか し、 コー ホ ー トの 人 口規 模 の み

　 　 で 出生 率 の変 化 を説 明 して しまい 、 厳密 に相 対 所得 に 言 及 して い る研 究 は 少 ない 。3節 で 依 拠

　 　 したChauve1(1998)も 、脚 注 で イー ス タ リン に言及 して い るが 、 人 口規 模 の み に 注 目 し、 相 対

　 　 所 得 に は触 れ て い な い(p.139・140)。

15.1965-1979年 出 生 コー ホー トにつ い て は 、 現 在、 最 年 長 の 者 で も30歳 台 、 最 年 少 の者 は20歳

　 　 台 前 半 の た め 、 相 対 所 得 な ど を厳 密 に は分 析 で きな い 。 こ こで は高 等 教 育 進 学 時 の こ と を想 定

　 　 してい る。

16.た と え ば 、Pampe1,　 Peters(1995)p.181、 岩 井(1997)。

17.比 率 は オ ッ ズ 比 を 示 し、 そ の算 出 方法 は 以 下 の とお り。Fi,d,j,tは 、 時 期tに 、職 業i、 学 歴dの

　 　 父 親 を 持 ち 、(本 人 が)学 歴jを 有 して い る者 の 数 を 示 す 。 そ の 時 、 オ ッズ 比rを 次 の よ うに求

　 　 め る。ri,d,j=(Fi,d,j,t×Fi,d+1,」+1,t)1(Fi,d,j+1,t×Fi,d+1,」,t)。 この 比 率 で 、 父 親 の 職

　 　 業 が 同水 準 の 時 、父 親 の 学歴 が1ラ ン ク上 が る(dか らd+1)こ とに よ り、 本 人 の学 歴 が1ラ ン

　 　 ク上 が る(jか ら」+1)可 能 性 を知 る こ とが で き る。 表4も 同様 の 方 法 で あ る。

父学歴

d d+1

本人学歴 J Fi,d,j,t Fi,d+1,j,t

j+1 Fi,d,j+1,t Fi,d+1,j+1,t

時期tと父職業iは一定とする

18.な お 、 ス ウ ェー デ ン 、 ドイ ツ、 ア メ リカ 、 日本 の 女性 の 労働 力 率 の 変 化 、 と りわ け女性 の 学歴

　 　別 労働 力 率 の 変 化 に つ い て は 、岩 井 ・真 鍋(2000)を 参 照 され た い 。

19.Coutrot,　 Fournier-Mearelli,　 Kieffer,　 Leli钁re(1997)p.147を 参 照 した 。 た と え ば 、 日本 の

　 　 SSM調 査 で は 、 学 校 卒 業 後 か ら現職 ま で の個 人 の職 業 経 歴 を切 れ 目な く調 査 して い る。
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20.Marry,　 Kieffer,　Brauns,　 Steinmann(1998)0

21。 林 編(1989)を 参 照 した。

22.Bihr,　 Prefferkorn(1996)p.49。 た だ し、 カ ー ドル 層 、 高 学歴 層 で は 男 女 間 の 賃 金 格 差 が 大 き

　 　 い。

23.林 編(1989)p.186・190を 参 照 した。

24.Th駘ot,　 Vallet(2000)p.11-130

25.1985-1990年 の 高等 師 範学 校 の 学 生(理 系)に お い て も 、非 就 労 の 母 親 の 割 合 は17.8%に す

　 　 ぎ な い。 母 親 の 職 業 で 最 も 多 い の は教 員(42.5%)で 、 次 が 自由 専 門職(18.5%)で あ る

　 　 (Ferrand,　 Imbert,　 Marry(1999)p.18)0

26.Coutrot,　 Fournier-Mearelli,　 Kieffer,　Leli钁re(1997)。
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